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第１章 背景と目的 

１ 背景 

２ 目的 

（１） 道路交通の安全性と信頼性の確保 

橋梁の定期点検を計画的かつ継続的に実施することにより橋梁の損傷状態を的確に把

握し、早期に修繕等の対策を実施していくことで橋梁の長寿命化（建設後１００年間程度）

を図り、道路交通の安全性・信頼性を将来にわたって確保します。 

（２） 維持管理に係る費用の縮減と平準化 

平成２４年度に策定した「光市橋梁長寿命化修繕計画」について、計画策定後に実施さ

れた定期点検結果に基づき長寿命化修繕計画を更新し、更なる維持管理に係る費用を縮

減します。 

また、計画的な維持管理を行うことにより、財政負担が短期間に集中しないように維持管

理に係る費用の平準化を図ります。 

社会資本は、社会・経済活動や安全で快適な市民生活を支える最も重要な基盤であ

り、光市ではこれまで橋梁などの施設整備を計画的に進めてきました。特に、戦後から高

度経済成長期の間に着実に整備してきましたが、現時点で高齢化した橋梁の割合が全

体の約半数を占めているという課題に直面しており、著しい経済成長が見込まれない現

在、これらの橋梁の補修費や老朽化による架替えの費用が一時的に集中することが予

測され、大きな財政負担が懸念されています。 

光市では平成２４年度に策定した「光市橋梁長寿命化修繕計画」に基づき「予防保

全」の考え方を取り入れており、引き続き持続可能な維持管理の推進による安全・安心

の確保が求められています。 

橋梁長寿命化修繕計画の策定は、橋梁の長寿命化と維持管理の効率化を図ること

で、以下の効果を得ることを目的としています。 

◆ 道路交通の安全性と信頼性の確保 

◆ 維持管理に係る費用の縮減と平準化 
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第２章 計画策定の基本方針

１ 基本方針 

（１） 計画策定の基本方針 

橋梁長寿命化修繕計画は、光市が市道として管理するすべての橋梁２０８橋を対象とし、

光市の特性を反映し、補強対策を考慮した継続性のある計画として、「道路交通の安全性

と信頼性の確保」及び「維持管理に係る費用の縮減と平準化」の実現に取り組みます。 

なお、光市が市道として管理する橋梁は、橋長２ｍ以上の橋梁及び外幅２ｍ以上で土被

り１ｍ未満の溝橋（ボックスカルバート）です。 

（２） 計画策定までの手順 

橋梁長寿命化修繕計画策定までの手順は、基本方針に基づいて、計画策定に必要な

各種の指標を設定し、その結果を用いて計画を取りまとめ、計画策定によるコスト縮減効果

等を検証するものです。 

橋梁長寿命化修繕計画の策定に際しては、「道路交通の安全性と信頼性の確保」及

び「維持管理に係る費用の縮減と平準化」の実現に向けて、以下の基本方針を設定し

ます。 

◆ 光市が市道として管理するすべての橋梁２０８橋を対象とした計画 

◆ 光市の特性を反映した計画 

◆ 耐震補強対策を考慮した計画 

◆ 継続性のある計画 
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２ 光市の特性 

（１） 橋梁の概要 

１） 橋種別の橋梁数 

橋種（上部構造の使用材料による区分）別の橋梁数は、鉄筋コンクリート橋（ＲＣ橋）が１３

３橋で全体の６４％、プレストレストコンクリート橋（ＰＣ橋）が３３橋で全体の１６％、鋼橋が９橋

で全体の４％である。また、橋梁として管理しているボックスカルバートが３１基あり、全体の１

５％となっています。 

図２－１ 橋種別橋梁数の割合 

（１） 橋梁の概要 

光市が管理する橋梁には、以下の特徴があります。 

◆ 鉄筋コンクリート橋及び溝橋（ボックスカルバート）が全体の約８０％ 

◆ 橋長５ｍ未満の小規模橋梁が全体の約６０％ 

◆ 建設後５０年を経過した橋梁が全体の約６０％ 

◆ 交差物件のほとんどが河川 

（２） 橋梁の損傷状況 

鉄筋コンクリート橋は、上部工（主桁や床版）に著しい損傷が生じている割合が高くな

っています。 
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２） 橋長別の橋梁数 

橋長別の橋梁数は、橋長１５ｍ以上の橋梁が２２橋で全体の１０％、橋長１５ｍ未満の橋

梁が１８６橋で全体の９０％の割合です。特に、橋長が５ｍ未満の小規模な橋梁は、１２０橋と

全体の半数以上を占めています。 

図２－２ 橋長別橋梁数の割合 

最も長い橋梁：千歳橋（鋼桁橋 橋長142.8m 1988年完成） 

特殊な橋梁：三島橋（鋼プレビーム合成桁橋 橋長93.5m 2012年完成） 

写真２－１ 光市の代表的な橋梁 

-4-



３） 建設年次別の橋梁数 

建設年次別の橋梁数では、戦後に多くの橋梁を建設し、その後の高度経済成長期

（1954年～1973年の19年間）までの間に全体の約６７％を建設しています。 

現時点で建設後５０年を経過した橋梁数は、１２４橋と全体の半数以上を占めており、今

後１０年間で１６０橋（全体の約７７％）、今後２０年間で１８３橋（全体の約８８％）に達し、急速

に高齢化橋梁の割合が増大することになります。 

図２－３ 建設年次別の橋梁数 

図２－４ 今後の管理橋梁数全体に占める高齢化橋梁数の割合 
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（２） 橋梁の損傷状況 

１） 定期点検の概要 

光市における橋梁定期点検は、山口県が平成２７年３月に制定した「山口県橋梁定期点

検要領（案）」に基づいて行い、５年を１サイクルとして行ってまいります。平成２６年度に法定

上義務化された定期点検は、平成２７年度～令和元年度にすべての管理橋梁について完

了しています。 

定期点検による損傷程度の評価は、部材区分及び損傷内容ごとに表２－１に示す３段

階で損傷区分を評価しています。 

表２－１ 損傷区分 

損傷区分 内 容 

ａ 損傷なし 

ｂ 損傷が発生している 

ｃ 損傷が著しい 

２） 鉄筋コンクリート橋（ＲＣ橋）の損傷状況 

ＲＣ橋における部材区分別の損傷区分の割合は、図２－５に示すとおりであり、主要部材

である上部工（主桁・横桁、床版）と橋台橋脚では、損傷が生じている橋梁の割合が高くな

っています。特に、主桁・横桁では、著しい損傷（損傷区分：ｃ）が生じている橋梁の割合が５

０％以上であり、早期の対策が必要な状況になっています。 

図２－５ ＲＣ橋の部材区分別の損傷区分の割合 
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３） プレストレストコンクリート橋（ＰＣ橋）の損傷状況 

ＰＣ橋における部材区分別の損傷区分の割合は、図２－６に示すとおりであり、主要部材

である床版・間詰と橋台橋脚では、損傷が生じている橋梁の割合が高くなっているものの、

上部工に著しい損傷（損傷区分：ｃ）が生じている橋梁の割合は少ない状況です。 

図２－６ ＰＣ橋の部材区分別の損傷区分の割合 

４） 鋼橋の損傷状況 

鋼橋における部材区分別の損傷区分の割合は、図２－７に示すとおりであり、主要部材

である上部工の主桁ではすべての橋梁に損傷が生じています。特に、床版では、著しい損

傷（損傷区分：ｃ）が生じている橋梁の割合が３５％程度であり、早期の対策が必要な状況に

なっています。 

図２－７ 鋼橋の部材区分別の損傷区分の割合 
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第３章 計画策定の考え方 

１ 健全度評価 

現状の健全度は、定期点検により得られた損傷区分に応じて、部材区分ごとに表３－１

に示す５段階で評価します。 

表３－１ 部材の健全度

定期点検 
健全度 

損傷区分 損傷の内容 

ａ 損傷なし ５ 

ｂ 損傷が発生している ３ 

ｃ 損傷が著しい １ 

健全度を評価する損傷種類は、部材区分ごとの複数の損傷種類のうち、表３－２に示す

損傷が進行することにより構造の安全性に影響を及ぼす主要な損傷種類とします。 

表３－２ 部材の健全度を評価する損傷種類

部材区分 損傷種類 

上部工 

鋼 主桁、横桁 腐食、塗装劣化 

コンクリート 

主桁・横桁 
ひびわれ 

剥離、鉄筋露出 

床版・間詰め 

剥離、鉄筋露出 

抜け落ち 

床版のひびわれ 

舗 装 ひびわれ 

伸縮装置 段差、変形、破断など 

地覆、防護柵 
欠損など 

腐食、変形など 

下部工 橋台橋脚 
ひびわれ 

剥離、鉄筋露出 

支 承 腐食、亀裂、破断、変形など 

健全度とは、橋梁の各部材の健全性を表す指標のことで、現状の健全度は、定期点

検により得られた損傷区分に応じて５段階で評価します。 
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２ 管理区分と管理水準の設定 

（１） 管理区分の設定 

光市では、小規模な橋梁から大規模な橋梁など多様な橋梁を管理しています。これらの

橋梁をすべて同様の条件で維持管理することは合理的ではないことから、橋梁の構造特性

（構造形式と橋長）により３つの管理区分を設定し、管理区分に応じた管理水準を設定する

ことで効率的かつ効果的な維持管理を行います。 

○ 予防保全型Ⅰ（８５橋） 

橋長５ｍ以上の比較的規模が大きい橋梁に適用し、損傷程度が軽微な段階を管理水準

として修繕を行う。 

○ 予防保全型Ⅱ（２８橋） 

橋長５ｍ未満の小規模橋梁及びボックスカルバートに適用し、損傷・劣化が顕在化した段

階を管理水準として修繕を行う。 

○ 事後保全型（９５橋） 

橋長５ｍ未満の小規模橋梁及びボックスカルバートに適用し、橋梁の使用性や構造安全

性が損なわれる直前の段階を管理水準として架替えを行う。 

橋長５ｍ未満の小規模橋梁及びボックスカルバートは、道路種別及び緊急輸送道路等

の重要度より、予防保全型Ⅱ（修繕）または事後保全型（架替え）の管理区分を適用します。 

（１） 管理区分 

橋梁の構造特性により３つの管理区分を設定し、管理区分に応じた管理水準を設定

することで効率的かつ効果的な維持管理を行います。 

・ 予防保全型Ⅰ 

・ 予防保全型Ⅱ 

・ 事後保全型 

（２） 管理水準 

管理水準は、管理区分ごとに以下のように設定し、劣化予測による将来の健全度が

管理水準に達した時点で補修等の対策を実施します。 

・ 予防保全型Ⅰ ： 健全度３（損傷程度が軽微な段階） 

・ 予防保全型Ⅱ ： 健全度２（損傷・劣化がある程度顕在化した段階） 

・ 事後保全型   ： 健全度１未満（使用性や構造安全性が損なわれる段階） 
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（２） 管理水準の設定 

管理水準とは、部材が保持すべき健全度の水準であり、法定点検一巡目の結果を踏ま

えて橋梁の管理区分に応じて以下のように設定し、劣化予測による将来の健全度が設定し

た管理水準に達する前に補修等の対策を実施します。 

○ 予防保全型Ⅰの管理水準 

損傷程度が軽微な段階として、［健全度３］を管理水準とします。 

○ 予防保全型Ⅱの管理水準 

損傷・劣化がある程度顕在化した段階として、［健全度２］を管理水準とします。 

○ 事後保全型の管理水準 

損傷・劣化が顕在化した後も対策は行わず、橋梁の使用性や構造安全性が損なわれ

る段階として、［健全度１］未満を管理水準とします。健全度１未満とは、健全度１から

劣化予測式の１段階分の期間で達する健全度として便宜的に設けるものです。 

図３－１ 管理区分ごとの管理水準のイメージ 
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３ 橋梁の耐震補強対策 

兵庫県南部地震（平成７年）や東北地方太平洋沖地震（平成２３年）では、昭和５５年の

道路橋示方書よりも古い基準で設計された橋梁において橋脚の倒壊に至るなどの甚大な

被害が生じたものの、昭和５５年の道路橋示方書以降の基準を適用した橋梁においては甚

大な損傷が生じませんでした。このため、昭和５５年の道路橋示方書よりも古い基準で設計

された橋梁の耐震補強対策を最優先に進めます。 

また、平成８年の道路橋示方書以降の基準を適用した橋梁は、東北地方太平洋沖地震

の際に損傷が限定的であったことから、昭和５５年以降で平成８年より古い基準で設計され

た橋梁についても計画的に耐震補強対策を実施していくこととします。 

その上で、以下に示す耐震補強対策の基本方針により対象橋梁を設定します。 

○ 地震後の道路ネットワークとしての路線に求められる性能の観点 

円滑な救急・救護活動や緊急物資の輸送、復旧活動の支援等に重要な役割を果た

す緊急輸送道路に架かる橋梁について耐震補強対策を実施します。 

○ 地震発生時の落橋等による二次的被害を未然に防止する観点 

鉄道上に架かる橋梁（跨線橋）や道路上に架かる橋梁（跨道橋）について落橋防止対

策を重点的に実施します。 

耐震補強対策は、光市の橋梁の状況を踏まえて、平成８年の道路橋示方書よりも古

い基準で設計された橋梁のうち、以下の基本方針により対象橋梁を設定して計画的に

進めます。 

◆ 緊急輸送道路に架かる橋脚を有する橋梁 

◆ 落橋による二次的被害が懸念される橋梁 
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４ 優先度の評価 

（１） 優先度の評価 

長寿命化修繕計画に基づいて将来に生じる事業費を算定すると、年次ごとの必要事業

費にバラツキが生じます。また、計画の初期段階においては、損傷・劣化が進行している橋

梁の対策が集中するため、必要事業費が増大することが予測されます。このため、毎年度

一定額の予算を設定し、年度ごとの事業費を平準化（事業の前倒し、先送り）する必要があ

ります。平準化にあたっては、対策が必要な橋梁の優先度の評価をします。 

なお、優先度は、損傷の深刻度と橋梁の重要度に重み係数を考慮した次の式により総

合的に評価します。 

優先度 ＝ α×「損傷の深刻度」＋β×「橋梁の重要度」 

α、β ： 重み係数 α＋β＝１．０ 

（１） 優先度の評価 

維持管理に要する費用の平準化に際して、対策が必要な橋梁の優先度の評価をし

ます。 

（２） 損傷の深刻度 

損傷の深刻度は、部材の健全度と部材の重要度を評価指標とし、それぞれに重み係

数を考慮して評価します。 

（３） 橋梁の重要度 

橋梁の重要度は、自動車交通量、緊急輸送道路の指定の有無、交差物件、橋梁規

模を評価指標とし、それぞれに重み係数を考慮して評価します。 
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図３－２ 優先度の評価 

（２） 損傷の深刻度 

損傷の深刻度は、部材の健全度と部材の重要度を評価指標とします。部材の健全度は、

定期点検により得られた損傷区分に応じた現時点での部材の健全度、または劣化予測によ

る将来の健全度により評価します。部材の重要度は、主要部材とその他の部材により評価し

ます。 

（３） 橋梁の重要度 

橋梁の重要度は、自動車交通量、緊急輸送道路の指定の有無、交差物件、橋梁規模

を評価指標とします。 

なお、自動車交通量は、光市においては交通量の観測データがないことから、交通量の

大小を反映していると考えられる道路種別により評価します。また、橋梁規模は、橋長により

評価します。 

優先度

損傷の

深刻度

橋梁の

重要度

部材の

健全度

部材の

重要度

道路種別

緊急輸送道路

交差物件

橋 長

点検により得られた損傷区分に応じた健全度、また

は劣化予測による将来の健全度により評価

主要部材（橋梁の安全性確保と修繕等に係る費用に

大きく影響する部材）とその他部材により評価

利用性の観点から交通量の大小を反映していると考

えられる道路種別により評価

緊急時の利用性の観点から緊急輸送道路の指定の

有無により評価

安全性の観点から剥離剥落などによる路下利用者

に影響する交差物件により評価

修繕または架替え等における施工性の観点から橋

梁規模の橋長により評価
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第４章 長寿命化修繕計画 

１ 事業費の算出 

（１） 維持管理シナリオの設定 

維持管理に要する将来の事業費は、次の条件で算出しました。なお、事業費の算出期

間は、２０２０年度から５０年間とします。 

橋長５ｍ未満の小規模橋梁及びボックスカルバートは、道路種別及び緊急輸送道路等

の重要度より、予防保全型Ⅱまたは事後保全型を適用します。 

なお、事後保全型の管理区分における架替え時の構造形式は、河川種別に応じて橋梁

またはボックスカルバートを選定します。 

（２） 対症療法的な維持管理を継続した場合の事業費 

対症療法的な維持管理は、橋梁の利用性や構造安全性が損なわれる段階で架替えを

実施するものであり、これを継続した場合の事業費は約１０８億円になります。 

（３） 予防保全型の維持管理に転換した場合の事業費 

予防保全型の維持管理とは、定期点検により把握する橋梁の損傷状況に応じて、本計

画に基づいた管理水準で適切な修繕または架替えを実施することで橋梁の長寿命化を図

るものであり、この場合の事業費は約３８億円になります。 

（１） 維持管理シナリオの設定 

維持管理に要する将来の事業費は、第３章「計画策定の考え方」に基づいて、２０２０

度から５０年間で算出します。 

（２） 対症療法的な維持管理を継続した場合の事業費 

対症療法的な維持管理を継続した場合の事業費は、約１０８億円になります。 

（３） 予防保全型の維持管理に転換した場合の事業費

長寿命化修繕計画に基づく予防保全型の維持管理に転換した場合の事業費は、約

３８億円になります。 
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２ 耐震補強対策費 

耐震補強対策の対象橋梁は６橋であり、耐震補強対策に要する事業費は、約２億円が

見込まれます。 

３ 事業費の平準化 

長寿命化修繕計画に基づく維持管理による事業費は、年次ごとにバラツキが生じます。

また、計画の初期段階においては、現時点で損傷がある橋梁の対策が集中するため必要

事業費が増大します。計画をより実効性のあるものとするためには、毎年度一定額の予算を

設定し、年度ごとの事業費の平準化を図ります。平準化の結果、事業費は５０年間で約３８

億円になります。 

長寿命化修繕計画に基づく維持管理による事業費は、毎年度一定額の予算を設定

して年度ごとの事業費を平準化します。 

耐震補強対策に要する事業費は、約２億円になります。 
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第５章 費用縮減に関する具体的な方針 

１ 予防保全型の維持管理への移行 

予防保全的な維持管理（平準化後の事業費：約３８億円）をすることで、対症療法的な維

持管理（維持管理費：約１０８億円）に対して、５０年間で約７０億円の縮減（縮減率は約６

５％）が見込まれます。 

図５－１ 計画によるコスト縮減効果

２ 集約化・撤去、機能縮小の検討 

橋梁の維持管理に要する事業費は、本計画により５０年間で約７０億円の縮減が見込

まれます。 

社会経済情勢や施設の利用状況等の変化に応じた適正な配置のための集約化・撤

去、機能縮小を適宜検討します。 
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第６章 新技術等の活用方針 

１ 新技術等の活用方針 

より実効性のある長寿命化修繕計画を促進するため、今後は修繕や点検等において、

費用の縮減や事業の効率化等が見込まれる新技術の活用の検討を行う必要があります。 

新技術については、以下のホームページに掲載されている工法等と従来工法の比較検

討を行います。 

   ・新技術情報提供システム：NETIS 

https://www.netis.mlit.go.jp/NETIS

   ・国土交通省「点検支援技術性能カタログ（案）」 

    https://www.mlit.go.jp/road/sisaku/inspection-support/zenbun.html 

すべての橋梁で新技術の活用を検討し、維持管理に係るコストの縮減を図ります。 
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第７章 継続性のある計画に向けて 

１ 継続性のある計画 

橋梁の維持管理においては、計画策定（Ｐｌａｎ）、点検・対策の実施（Do）、データ蓄積・

効果の検証（Ｃｈｅｃｋ）、計画の見直し（Action）といったＰＤＣＡサイクルを確立して継続的に

取り組みます。 

図７－１ 長寿命化修繕計画におけるＰＤＣＡサイクルのイメージ 

計画策定後は、定期点検の結果や事業の効果を定期的に検証し、計画全体を見直

すなど、継続性のある計画とします。 

Ｐｌａｎ（計画）
◆長寿命化修繕計画の策定

Ｄｏ（実施）
◆日常パトロール、定期点検

◆修繕、架替え

Ｃｈｅｃｋ（検証）
◆データの蓄積

◆効果の検証

Ａｃｔｉｏｎ（見直し）
◆劣化予測の見直し

◆対策工法の見直し
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第８章 意見聴取した学識経験者 

１ 意見聴取した学識経験者 

徳山工業高等専門学校 

海田 辰将 教授 
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